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Summary 
The objective of this paper are following three・Thefirst is to find out the method to rejoin 
“agriculture" and “food" which became separated through the progress of Food System itself. The 
second is to analys巴 thestructure of Food System from view point of“value in use" and “value in 
exchange" . The third is to descuss the problems of food waste brought about by the Food System 
itself . 
New regional food recycle system in Tsuruoka solved the problem of reuse of food waste from 
school-lunch. 
This new food recycle system links the school-lunch such that school-lunch leftover is used as feed 
for growing-fattened pig， inapig production farm， and return as pork items for school-lunch. 
School-boys can learn and feel the real recycle systems by their eyes， tongue， conversation at 
home and within a regional life system. 
Key words : Food System. Food recycl system. School-lunch and agriclture. Environmental cost. 
1.はじめに
本稿において，フードシステムにおける地域フードリ
サイクルシステムに関する事例検討を通して，フード・
システムにおける新たなリサイクルシステム形成のため
の課題・さらには，フード・システム自体における 「維
持可能な発展」の課題について一定の考察を行なうとす
るものである.
ところで，フード・システムにおける 「維持可能な発
展」への課題は，どう把えたらよいのであろうか.フー
ド・システムは本来的にもっとも直接的消費に近接した
キーワード;フード・システム、フード・リサイクルシ
ステムヴ学校給食と農業、環境コスト
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システムであり ，根源的に必要不可欠なかっ安定性を強
く要請されるシステムでもある.その限りでは、フード・
システムは即時的に「維持可能な発展」を内包している
と捉らえることもできょう. しかも，近年の PLO法，
環境基本法の制定に対応して，システムの中核的環たる
食品産業部門における安定的発展への志向はますますた
かまりつつあるといえる.
しかしながら，この安定性はフード・システムを構成
する「農」 ー 「食品産業」ー「食」をつなく¥いわば動
脈的システムについては顕著であるが I維持可能な発
展」にとっては不可避ないわゆる静脈的なシステム部分
については個々の環についてはともかく，システム総体
としての接近はほとんどなされていないというのが現状
といえよう.もちろん，後にふれるように，フード・シ
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ステムにおける各環とくに食品産業における取り組み，
たとえば食材残溢の有効利用，流通段階における省エネ
技術開発等においては顕著な動きを見せている.しかし，
この部分的対応がかならずしも，フード・システム全体
を貫く取り組み契機となるのかについてはいまだ不確定
的で，総体的視点からの検討を必要としているといえよ
っ.
フード・システム研究の体系化を精力的に進めている
高橋正郎1)は「食」と「農」の議離という基本認識をベー
スに，フード・システムの当面の研究課題を 「食」と「食
品産業」と「農」とをつなぐ論理をシステムの実態把握
をもとに理論的，実証的に解明すること，あわせて i食」
と「農」のミス・マッチを助長している政策的課題検討
の必要性を強調する. ところがその上で ir飽食』とい
われる今日の食生活そのものの反省，全世界からの金に
まかせての食材調達，その途上国への影響……食品製造
過程で発生する食材残さや，小売での売れ残り食品，外
食や家庭内での食べ残し等にかかわる資源，環境問題」
等々は当面する課題，すなわちフード・システムの展開
論理解明課題とからめて追究する必要性のあるものと位
置づけるにとどめている.
たしかに，高橋の提示は，これからのフード・システ
ム研究において視野に入れるべき諸課題を網羅したすぐ
れた提起といえる. しかし，フード・システムにおける
資源・環境問題への接近に関しては，他の諸システムと
同じく，これまでの市場原理の枠内にとどまらない新た
な視点からの接近が必要とされているのであり，高橋が
提起する当面の課題解明を一歩進めて，独自の一課題と
して追究する必要があるものと考える.また，この新た
な視点からのフード・システムの資源・環境問題への接
近は，フード・リサイクルシステムをいかに展望するか
にかかっているといえる。フード・リサイクルシステム
がさまざまなレベルで展開されることにより，これまで
のフード・システムの発展の下で顕在化している i食」
と 「農」の距離拡大に関しでも新しい段階での「食」と
「農」の再構成を展望しうる可能性も一方では考えられ
るからである.
本橋においては，こうした点に関して若干の知見を提
示し，事例検討をもとに地域フード・リサイクルシステ
ムの今目的意義を明らかにし合せてフード・システムの
維持可能な発展の方向性について考察するものである
l. フード・システムの展開とリサイクル
1. i食」と「農」の距離拡大とリサイクル
フード・システムのリサイクル展開過程で i食」と
「農」の距離が拡大してきたことは高橋がふれ，また平
成9年度農業白書でも取り上げている. しかし，両者の
把握にはかなりの距離があるようにみえる.
フード・システムにおける 「食」と「農]の距離拡大
ということは，たとえば近年の年間国内農業生産額の10
兆円台前半での低迷，それに対する国民食糧支出額の毎
年 1兆円の急伸という数字からも容易に実感できる. し
かし，距離拡大という場合，この拡大の内容についての
検討は充分になされているとは言いがたい.
高橋は，先にふれたが i食」と「農」の距離拡大を，
「食」二「農」の時代は終わり i食J i食品産業J+ i農」
という構造変化の認識の重要さを指摘する. しかし，こ
の把握は i食品産業」部門の「農」部門の一方的取り
込みと，一方での食の外部化を通しての「食」部門への
参入という状況の反映として把えることもできる.いわ
ば i食」と「農」の距離拡大は i食」と「農」の主体
たる消費者，農業生産者の主体性の欠如過程ともいえる
のである.選択メニューの拡大が消費者の主体確立の反
映とは限らないとはよく言われるところである.こうし
た点を充分に意識した上で高橋は i食J i食品産業」
+ i農」をつらぬく論理解明を提唱するのではあるが，
これを市場原理のみで把える限りにおいては i食」と
「農」をとりまくさまざまな問題をふまえた論理展開は
困難ではないかと考えざるを得ない.この点でフード・
システムの発展手法に関して興味深い問題提起をする清
原昭子が，これらの分析課題として「フード・システム
が固有の機能と構造をもつことを前提とした取引関係分
析の方法と検討」2)をあげているが，論旨は異なるにし
ても，この固有の機能と構造をフード・システムにおけ
る維持可能な発展と置きかえて議論する必要があるよう
に思えるのである.
ところで i食」と 「農」の議離に関して，農業白書(平
成 9年)では「食と農の距離が拡大しており，日常の食
を通じて農業・農村の役割や現状を意識，理解する機会
が減少している.このため豊かな食生活に向けて食のあ
り方を考えるなかで，食と農のかかわりや，農業・農村
が担う食糧安定供給等々の様々な役割につき，…-一理解
を深めるための情報提供，教育，啓発等の必要性/)を
強調している.白書の指摘は誰が誰に対して何をという
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つながりの分かりにくい表現ではあるが，清原、の指摘す
るフード・システムのもつ固有の機能と構造の総体的理
解の必要性を強調していることは明らかであろう.この
ような「食」と「農」の理解の相違と思われる点も，フー
ド・システムにおける維持可能な発展の論理追究という
枠組みとして把えるならば，両者をふまえた議論は可能
となろう.、とはいえ，我が国フード・システムのボーダー
レス的現状を考えると，維持可能な発展の考察範囲はき
わめて広領域化せざる得ない. しかし，これを維持可能
な発展の主要な方策の一つであるフード・リサイクルに
即して考えれば，限定された範囲で考察することが可能
となろう.フード ・リサイクルを念頭にフード ・システ
ムを把えた場合，たとえば，流通にかかわる容器包装材，
総理府が言う家庭ゴミの半分は食べ残しといったもっぱ
ら消費者にかかわる問題の所在，またリサイクルシステ
ム上での農業，農村の位置も改めて明確に議論されよう.
いわば I食」と「農」の距離拡大の過程で希薄化した[食]
と 「農」の主体である消費者，生産者の在り方をより包
括的なフード ・システムとして把え直すことが可能とな
るのである.
フード・リ サイクルに関して言えば，フード・システ
ムは看過しえないリサイクル課題を抱えているといえよ
う.図- 1は、，国民 l人1日あたり，供給熱量と摂取
熱量の推移を見たものである.
この図から注目されるのは，供給熱量と摂取熱量の近
年における大巾な義離傾向である.昭和30年代は， 両者
の差は250Kcal，昭和40年代後半300Kcal，その後議離
ははげしく進み，平成5年では 500Kcalにたっしている
のである.もとよりこの量的議離の要因解析は困難であ
る. しかし，この差をさしあたりフード・システムその
ものがかかえる傾向的ゴミ増大傾向と把えることは可能
であろう.この点からも早急なフード・システム総体と
してのフード・リサイクルシステムの検討が必要とされ
ているといえる.
フー ド・ リサイクルに関しでも最近の新聞報道の限り
ではあるが，食品産業の対応は機敏である.セブン ・イ
レブングループは， 北海道を基点に熱処理メーカーとタ
イアップして食品残溢の飼料化の実験に入札将来的に
は，企業内でのフード・リサイクルを検討している.(日
経98年1月14日)また，日本食堂でも，自社の食品加工
工場から出る生ゴミをたい肥化し，有機栽培による 自社
食材への利用に着手した(朝日98年6月14日)等々であ
る.さらに企業を中心に IS014000シリーズでの資格認
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定に向けての取り組みも活発化している.このこと 自体
は，大いに評価すべき ことであるが，それとても，最終
消費段階での問題は増大しているのであり，フード ・シ
ステム全般を通しての，展望，実践もふまえた上での検
討が望まれるのである.
これまで述べてきた点を深めるべく，新フード・リサ
イクルシステムの実践事例の検討に入るが，その前に討
論に必要な限りでの理論的問題について，若干の検討を
しておくこととしたい.
2.課題接近のための若干の理論的検討
公害研究の先鞭をつけた雑誌 「公害研究」の創刊号に
おいて都留重人は，経済学からの公害問題の接近手法に
ついて，興味深い提起をしている.すなわち，社会経済
現象を 「素材面」と 「体制面J (または「価値面J)で分
けて把えた場合，従来までの経済学は 「素材面」を無視
するか「体制面」に偏して把えるかのいづれかであった
と述べている.その上で「たとえば，生産力の進歩にとっ
て基礎的な重要性をもっ基礎科学研究が競争的市場経済
においては 「外部経済」とみなされて I生産的労働」
の中に含まれることなく ，したがって「費用化」もされ
ない.(さらに) I素材面」は不断の変化が起っているの
に古い「体制面」認識で問題を整理しようとすると I体
制面」の網からこぼれ落ちる事柄が次第に多くなる.公
害現象は，まさにこの 『こぼれ落ちる事例』の一つであ
るということができょう」と述べて I素材面」に目を
向けることの重要性を指摘している.そして結論的に「公
害問題を取り組むにあたって，今日まず第ーになさるべ
きことは，その 『素材面』の具体的研究をめざし，学際
的協力のもとに，生産の社会化の実態，消費者選好にお
ける価値感の推移，そして 『外部効果』の実態を明らか
にすることJ4)を述べている.
この指摘は，公害問題を今日のフード ・システムに置
きかえても充分に妥当な指摘と言えよう.まさに「食」
の外部化と「農」との関係，同じく「食」の外部化と「食」
の主体にかかわる関連，そして図一 1について指摘した.
フード ・システム展開過程全般を通じてのゴミ化傾向と
いった点は，まさに 「体制面」に偏しない「素材面」か
らの検討を必要としていると言えるのである.
さらに，都留は最近の報告5)で I素材面で不可分に
関連していることが，体制面で分断されることから生ず
る矛盾」として，ニワト リの卵について考察している.
かつて 「食」と 「農」がほぼ内部循環していた頃の養鶏
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図 人1日当たり供給熱量と摂取熱量の推移
注.平成9年度農業白書附属統計表の数値より作成
を今日の養鶏と比較して，工場化した養鶏が 「人間の生
活と動物の生活とが自然の中で調和をとっていた時代が
去って，大量廉価生産原則を優先させるとげとげしさが，
私達の環境に割り込むよ うになった」5)と述べている.
このことは，まさに「食」の外部化の進行の中での 「農」
の変容であり，また，さきの農業白書が指摘した状況課
題の反映でもある. しかしこの素材面での分断を 「農」
の側から修復する条件は少ないのも現状である.もちろ
ん，他のシステムと異なり，フード・システムは，本来
的には「食」を 「農」が内部循環するシステムであり，
「食」と「農」の距離拡大過程で，そのシステムが分断
されたにせよフード ・システムとしての修復の可能性は
内在しているのである.この可能性をどこに求めるかが
当面の課題となるのである.
この点で寺西俊一の，<環境コス ト>と費用負担問題」
は大いに参考になる.寺西は，現代のさまざまな要因に
よる<環境被害>に直接に関連して発生ないし顕在化し
ている様々な“諸費用"を一括して<環境コスト>と呼
び，<環境コスト >増大の時代」6)の費用をどのように
負担すべきかについて追究している.その場合「各種の
<環境コスト>に関する公正な費用負担のルールとシス
テムをどのように確立していくべきかという問題に集約
される」として<環境コスト>の費用分類と費用負担原
則に言及していく.そして<環境コス ト>を広く 二つに
分ける.一つは「環境破壊に関連する諸費用j，他は「環
境保全に関連する諸費用」である.さらに，これら費用
負担の領域区分にふれ，第一に<私的負担>または<市
場的負担に委ねるべき領域， 第二に<公的負担>または
<公共的負担>に委ねるべき領域，第三に<共同的負担
>の三段階に区分している.もちろんこの負担領域区分
にしても 「汚染者負担の原則」のルールについての原理
的な突き合せによる総合的検討の必要性を強調してい
る.
先にもふれたフード・システムにおける「農」の「素
材面」での分断，フード ・システムにおけるゴミ増大化
傾向という問題は，寺西の提起に沿ってシステム内部に
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おける各主体問の費用負担区分を明確化する作業を通じ
て一定の解明が可能になるょっに思われる.ただしその
場合でも，フード ・システムの特長であるもっとも直接
的消費に直結したシステムとして，各主体聞の関連がき
わめてあいまいになるという困難は予想される.
しかしながら，フード・システムを地域フード・シス
テムの積み上げ的構造ととらえて，そこにフード・リサ
イクルシステムを考え合せると，例えば，家庭ゴミの回
収単位を一つのモデルとして，各主体聞の関連を討論で
きる可能f生をもっているといえる.
いわば，地域限定な静脈的システムからの素材面への
接近によって I素材面」の分断に表象される I食」と
「農」の話離により，失われかけている「食」と 「農」
の主体性確立の方策が検討できると考えられるのであ
る.以下，新たにスタートする鶴岡市の地域フー ド・リ
サイクルシステムの内容検討をもとに，課題への接近を
試みたい.
m.地域フード・リサイクルシステムの形成の試み
ここに取り上げる事例は，山形県鶴岡市が独自に実施
する山形大学農学部と共同開発してきた新フード ・リサ
イクルシステムの取り組みである.都市と農村が併存す
る地方都市の特長を生かし，資源循環型社会形成を目ざ
す「食」と「農」を結ぶ新しいフード・リサイクルシス
テムの試みである.
本年10月には，その第一歩として，学校給食残撞を利
用した飼料供与により生産される豚肉(エコ ・ピッグと
呼称、)を食材とした学校給食が実施される.このリサイ
クルシステムならびに展開目標は，図-2に示すとおり
である.以下この図に沿って，このシステムについて解
説しておきたい.図の限りでは，簡単なリサイクルシス
テムではあるが，システムの個々の環を結びつけていく
作業にはそれなりの困難があり，こうした小さい環の積
み上げが，具体的な，これからの維持可能なフード ・シ
ステムの展開条件を明確化していく作業に連なるものと
考えられる.以下に，この新地域フード・リサイクルシ
ステムの研究開発過程，システムを構成する各部門につ
いて若干の解説を行い，このシステムのもつ意義につい
てふれていきたい.
1.システム開発研究の経過
このシステム開発研究の契機は，市環境衛生部から山
形大学農学部への，学校給食残溢の飼料化試験委託であ
る.市のゴミ処理行政の合理化の一方策としての飼料化
要請であった.両者の開発研究にむけての協議の中で，
単に飼料化試験にとどめない地方都市の特徴を生かした
新リサイクルシステム開発を目標とすることで開発研究
はスタートした.研究目標は，次の四点に置いた.①地
方都市の特徴を生かした I食」と 「農」の新たな結合
を拓くシステム，②既存システムのコストを上まわらな
いシステム開発，①新システム稼働による「食」と「農」
のコスト負担を高めない，④新フード・リサイクルシス
テム展開の中で，生産者，消費者のリサイクル意識の向
上，より積極的参加を実現する，ことであった.
この目標を持ちつつも，当初何よりも重視したのは，
給食残注の飼料化，ならびに豚飼養試験であった いわ
ゆるエコ・ピッグの生産体系の確立が新フード・リサイ
クルシステム展開の前提条件となるからであった.地域
の優秀な養豚農家 2戸の協力を得て，給食残査のエサ化
実験，飼養試験を併行して実施した.残溢利用の豚飼育
は成績次第では生産豚の市場性を失いかねないものとな
るからである.結果は，好成績を得ることが出来，次の
システム開発に取り込むことになった 尚，飼育試験の
結果については，すでに研究チームの一員宅ある高橋敏
能7)らによって発表されているので，これを参照された
い.この研究結果を総括的に表現すれば，エコ・ピッグ
は食味，肉質いずれにおいても既存の地域高品質豚と同
水準にあるということである.
2.新フード・リサイクルシステムにおける担い手
図-2は，地域フードシステムの流れを示したもので
ある.以下この図をもとに，システムの各担い手につい
て概説しておく.
学校給食センター:鶴岡市は学校給食発祥の地として
知られており，その伝統を受け継いで，給食センターの
機能も充実している.本システムの目標は，給食センター
で年間排出される給食残査を全量飼料化し，エコ・ピ ッ
グ生産に振り向け，生産されたエコ・ピッグをすべて学
校給食用として利用することである.さらに，残澄の内
容，安全性にも充分配慮していることから，給食センター
を点とするシステムの安全性を確保できるという利点を
合せもっている. ところで残滋であるが 1日当たり約
200kg程度である.この数字は10，000食からのものであ
り1日1食あたり約20kg程度というきわめて僅少なもの
である.この数字は鶴岡市給食センターの給食内容の充
実ぶりの反映でもあり，将来的に予測される児童 ・生徒
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.~日
食肉
食肉センター
=一物の流れ
ー 4次年度以後
図-2 つるおか新フードリサイクルシステム
数の減少により，残主主量は，滅少するものの，将来にわ
たって一定量は有効資源、として活用することができる水
準のものである.
給食残撞の飼料化にあたっては，給食現場での迅速な
処理が大きなポイントになる.また，残溢以外の異物の
混入は，飼料化の作業効率を大きく低下させることにも
なる.このため，給食センターからの依頼を受けて各給
食現場では，異物混入防止には充分注意を払って対応し
ている.これまでの試行過程では，学校給食センター由
来の飼料化過程でのトラブルはゼロという状況である.
また，本フード・リサイクルシステムの一連の流れ<誰
が働き，何が動いて，リサイクルが成り立っているのか
>を映像化して，リサイ クルを軸とする環境教育教材と
することも+食言すしている
工コ・ビッグ生産農家 :現在2名の農家が担当してい
る.いずれも，水田+養豚の専業農家である.飼育規模
は中程度であるが，庄内高品質豚生産農家グループの一
員であり，自動給餌体系での飼育である. したがって，
試行期間での少数頭の飼育では作業負担も大きいが，将
来に向けての市場性の確保，飼料コストの節減， リサイ
クル参加による立地条件の確保といった見地から，本シ
ステムに参加している.学校給食残澄全量利用への展望
が拓ければ 1棟250頭の飼育をすべてエコ・ピッグ飼
料給与体系に切り換えることが可能になるため，この一
日も早い実現に向けて取り組んでいる.意欲と技術がエ
コ・ピッグ生産を可能としているのである.
農協・経済連 :試行段階では具体的な出番は少ない
が，自動車合餌体系へのエコ飼料の調合，エコ・ピッグの
将来的マーケティングを見据えた取り組みを開始してい
る.
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食肉センター :学校給食への食肉供給の窓口で、ある. 題も環境教育の絶好の機会を作り出してくれる.さらに
エコ・ピッグを給食にイ共用する場合 肉の部位別利用に 地域での話し合いにまで拡げることを目標としている.
どう対応するかが大きな課題となるが，この点を食肉セ 教育現場においても「食」からの「農J r環境」への接
ンターの参加により解決していける目途が立っている. 近の一つの方策としてこれからの展開素材としての期待
地方都市におけるフード ・リサイクルシステムにおいて が大きい.
は，必要不可欠な機能を持つことになる点に注目しなけ ② 農業振興
ればならない. エコ・ピッグ生産農家の存在は，このフー ド・ リサイ
魚商協同組合 :従来まで魚庖からでる残澄(魚腸骨) クルシステム成立の前提条件ともなる貴重なものであ
は魚商協同組合に集められ，産廃物として経費をかけて る.リサイクルの展望を通じであらためて地域農業の重
(年間200万円)県外に搬送していた.また魚箱として 要性を確認することにもなり，システム展開の一環とし
利用された発砲スチロール容器の処理にも苦慮してい てのあらたな行政対応の機会を作ることにもなる.当面
た.熱風乾燥式による魚腸骨の飼料化が養豚の飼料効率 は，エコ・ピッグ生産農家のグループ化を推進し，本格
をたかめることが確認され リサイクルシステムの一貫 的なフードシステムにおける維持可能な発展をめざす
を担うことになった.現在は，発砲スチロールの給食残 「農」の主体形成が期待される.
溢乾燥過程での熱源化利用をめざして機械開発が行われ ③ 商庖衡の活性化
ており，従来まで、の魚商固有の産廃物のリサイクル化に 魚屋，肉屋，八百屋，それぞれの役割をもってこのフ一
目途がついた.魚商協同組合では，魚腸骨の再利用を念 ド・リサイクルシステムに参加している.魚屋は，魚腸
頭にリサイクルしやすい形状，鮮度での回収に取り組ん 骨および発砲スチロール処理，肉屋はエコ・ピッグの普
でいる 及，八百屋は残透処理を通して当面参加することになる.
市環境衛生部:鶴岡市では，平成8年度に市内に新た 将来的にはエコ・ピッグを基点に，地産地消システムの
に最終処分場を確保し，ゴミ処理基本計画を策定して， 活用による商庖街の活性化の一端を担う期待もふくらん
ゴミ行政を推進している 学校給食の飼料化も長期的に でいる.
は，生ゴミ処理の合理化に道を拓くものとの狙いがこめ ④ 家庭からのリサイクル発信
られていた.飼料化試験，リサイ クルシステム形成のた エコ ・ビッグの消費を契機に家庭生ゴミのリサイクル
めの各構成体との話し合い等，組織活動の中核的役割を の取り組みを開始する.従来までのリサイクルは，やや
果たしており，これからの期待も大きなものがある.行 もするとその全体像が見えにくいきらいがあった.エ
政聞の調整も含めて行政の横断的機能の発揮がリサイク コ・ピッグに結びつく生ゴミリサイクルは，その全体像
ルシステム形成の不可欠の要素となっている. が見えることによって，消費者の積極的参加にとどまら
以上，新フード・リサイクルシステムにかかわる各担 ず，リサイクルにおける費用負担原則等を含めて消費者
い手のかかわりについてみてきたがつぎに このシス 主体のリサイクル発信の契機ともなることが期待され
テムが当面目標としている拡がりについてふれることに る.
したい. ⑤ 地域リサイクルシステムの発信
このフード・リサイクルシステムには，地域の食品関
3.新フード ・リサイクルシステムの期待される舷が 連企業の参加が期待される.大手コンビニ等が独自のリ
サイクルシステムを開発するであろうが，地方都市の場
① 環境教育 合，効率面から言っても，地域リサイクルシステム加入
このフード・リサイクルシステムの特徴は，学校給食 の方が有利である.利用資源量が増加することは，エコ ・
に関していえば，いわば「胃袋で把えるリサイクル」で ピッグの生産機会の増加につながるとともに，地方都市
もある.文字通り環境学習をしっかりとかみしめる機会 ならでのリサイクルの場の拡がりが期待できる.また，
である.給食実施を前に，フード・リサイクルに関する 地元観光旅館から排出される生ゴミのリサイクルも射程
授業を予定している.また，後に当日の感想文をも とに， に入れるべき謀題である.学校給食リサイクルを基準と
リサイクルについてのクラス討論を学年を特定して実施 した観光施設を軸とするエコ ・ピッグリサイクルは新し
することになっている.家庭での「エコ・ピッグ」の話 い地域フード・リサイクルシステムの形成につながる.
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そのためにも市民リサイクル会議(仮称)を結成し，シ
ステム運営上の問題点，展望等について，具体的場面で
の協議機能の充実を図っていく必要がある.
4.新フード・リサイクルシステムの意義
以上，鶴岡市新フード・リサイクルシステムの概要を
見てきたが，ここでは，この事例のもつフード・システ
ムにおける維持可能な発展に向けての意義について考察
する.
本システムの特徴は，第一に，飼料，食肉流通システ
ムと食物残溢利用システムといういわば，フード・シス
テムにおける動・静脈両システムを結合させて展開しよ
うとしていることである 第二に，フード.0}ステムに
おける川上産業の畜産を両システムの基点にした循環シ
ステムとして把えていることである.その点では，いわ
ゆる 「素材面J I体制面」での議論に耐えうるシステム
ということカfできる.
このシステムでは，残澄飼料利用農家(エコ・ピッグ
生産農家グループ)の現状でのコスト補償を前提にして
いる.システムを構成する各主体のそれぞれの行動基準
をいわば，エコ・ピッグ生産コストが規定しているとい
うことになる.これを可能にしているのは，畜産のもつ
いわば静脈システムの動脈化機能とでも表現すべき役割
である. もとよりこの役割は，本来農業そのものが備え
持つ特質であり，各地で展開している産消提携による堆
肥利用の有機栽培事例にも顕著に示されている.市場原
理の下でのフード・システム展開の中で分断された「農」
の「素材面」のフード・リサイクルシステムの下での修
復;といえるものである.ただし，このことは、このシス
テムが発動することによって，結果として実現すること
であって，地方都市ならではのいわば立地条件がそうさ
せているのである.
フード・システムにおいては，動脈システムと静脈シ
ステムが別個に展開するのではなく I農」を中軸として，
「農」を通じて，文字通り両システムが同時的に循環し
うるのである.さきに指摘した食品産業における独自の
フード・リサイクルの試みは，大いに評価できるものの，
フード・リサイクルシステムの総体としての形成がおく
れれば I食J I農」の主体は，その食品産業リサイクル
に規定された，いわば市場原理の及ぶ範囲内でのシステ
ムに組み込まれざるを得ないのである.これでは，発展
的フード・リサイクルシステムとしての展望，ひいては
フード・システムの維持可能な発展の展望は困難となろ
う.本システムの展開の中で 「食」の主体たる消費者も
フード・システムにおける環境コストの費用負担区分に
ついても具体的に参加する道がひらけることにもなるの
である さらに，本フード・リサイクルシステムの展開
はそれ自体で学校給食を素材とした，具体的かっ多様な
環境教育の展開を可能とし，次世代にまたがる教育素材
を提供するということも大きな意義としてつけ加えてお
きたい.
W. おわりに一これからの課題
フード・システムにおける維持可能な発展を論ずる場
合，食材輸入とかかわって，発展途上国におけるそれを
かんがえなければならない. しかし，この問題はひとま
ず置いた上で，維持可能な発展を考える場合，流通過程
でのムダ I食」のムダに起因する生ゴミと 「農」の主
体弱化が何よりも問題となろう.フード・システムは，
他のシステムと異なり，本来的には内部循環するいわば
維持可能性をつよく持ったシステムである.その点で上
記の二点の問題解決への接近が当面の提起となる.フー
ド・システムはきわめて広域的に展開している.しかし，
フード・リサイクルを視野に入れれば，地域単位でそれ
を把えることができ，いわば，地域システムの積み上げ
としてフード・システムの全体像に接近できる可能性を
もっ.このため本システムの具体的展開の中での，環境
コスト負担区分の整理がおおきな課題となる.それを通
して，地域システムにおける 「環境保全のためのコスト」
との関連フード・リサイクルシステムの展開条件を解明
することがこれからの課題である.
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